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関西圏空港の経営統合（下）＊
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同一地域に複数の空港が存在する場合，空港間競争のあり方を含め，いくつかの政策選択肢

が考えられる。そこで以下では，複数空港問題の対応策について考察してみよう。

1. 競争条件の平等化

①大阪国際空港に関する誤解：費用負担の公平性

航空政策研究会の計算による大阪国際空港の2005（平成17)年度の黒字額101億円は．同年

＊本稿は2009年10月9日に行われた大阪商工会議所都市再生委員会（銭高一善委員長）における筆者の報告「関

西 3空港の適切な機能分担について」の内容に，その後の展開を踏まえて加筆修正したものである。
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度の49億8400万円の騒音対策事業費（社会的費用）を負担した上での数値である。 2005（平成

17)年から徴収されている旅客一人当たり 300円の特別着陸料（「国土交通大臣が設置し，及び

管理する公共用飛行場の使用料に関する告示」（四）特則のクによるもの）は他空港との比較

を均ー化するため同空港の収入には算入していないので，実際の黒字額はもっと多くなる。

なお同空港の騒音対策事業費は， 1980（昭和55)年の587億7800万円をピークに． 1995（平

成 7)年には170億440万円， 2003（平成15)年には72億7500万円へと年々減少の傾向にあり，

近年では緑地帯整備に重点が移っていることを指摘しておきたい（大阪国際空港及びその周辺

地域活性化促進協議会『関西 3空港の概要」 2007年）。

②アクセスの改善

いうまでもなく，アクセスの改善は立地のハンディを克服し空港相互間の代替性を強化させ

る。したがって，関西空港が都心部への近接性強化の他に京都・滋賀・奈良を含めた関西圏全

体の航空需要について面的広がりを持って集客していく上でも，アクセスの改善は必要である。

この場合国内線乗り継ぎが想定できない北陸地方や岡山からの集客に必要なアクセス改善も

視野に入れた整備を計画すべきであろう。その意味で，新幹線と在来線の相互乗り入れ（フリ

ーゲージ・トレイン），なにわ筋線の整備と大阪駅乗り入れ等が期待される。同時に，騒音問

題がネックとされるJR阪和線・南海本線の高速化（速達化）も検討すべきである。

なお． リニアによる大阪都心部とのアクセス改善の提案もされている。上海の浦東空港の事

例を参考にしたものだが，その財源を大阪国際空港の売却益としている点が問題である。果た

して国有財産である空港用地を整備主体も未定の他の交通機関の整備に充当することが可能

か否か．また現在の空港と同等の経済効果をもたらす具体的な跡地開発計画があるのか，その

実現可能性については問題が多すぎる。梅田のオフィスの供給過剰は既に深刻なのである。

③財務体質の改善と上下分離

関西国際空港会社の経営のアキレス腱は．一期事業の資金の多くを有利子借入金に依存した

結果の多額の債務にある。したがって．借入金の償還•利子負担の軽減により戦略的価格形成

が可能となり． LCCをはじめとした利用が促進されることが期待される。例えば，中型機使用

で関西空港57万円に対し．成田空港45万円．ソウル仁川空港17万円．上海浦東空港18万円とさ

れている国際的に割高な着陸料（『日本経済新聞』 2009年 8月31日付け夕刊）をはじめとした

空港使用料の低減により，関西空港の国際競争力は大いに向上するであろう 19)。そのためにも，

本来公的部門が整備すべきであった一期の土地造成部分に係る債務の分離が必要である。

この有利子借入金については，公私混合企業である関西空港会社の問題点が如実に表出して

いる問題でもある。というのも，債務償還期間に公私の相違があるからである。つまり，民間

投資は短期の回収（当初23年の計画）が求められるのに対し，高速道路のように公的部門の借

19) アイルランド政府は，国自体の競争力を高めるために航空企業の競争促進と空港利用料の割引をセット

で実行した (Barrett[2000] p.17)。
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入金償還は30年の長期で，関西空港の場合民間資金が投入された短所が明らかである。

ところが現在，社会資本整備事業特別会計（空港整備勘定）の見寵しが報道されており（『日

本経済新聞』 2009年10月 9日付け朝刊），関西空港会社の債務問題の解決に特別会計の予算を

活用することには非常な困難が予想される。そこで考えられるのが，「負債の株式転換 (Debt

Equity Swap)」である。これは国家財政が厳しい折新たな資金投入の必要がなく実現可能

性の高い策であるといえよう。さらに株主になることで，将来経営成績が回復した際，配当や

株式売却益が見込める上，その間経営監督がしやすいという利点も指摘できる。

2．一体的運用と一体的経営

①競争か規制（政策的機能分担）か．ないし協調か

本来． 自由化された航空市場における企業間競争によって．利用者ニーズを反映した路線ネ

ットワークが構築されるので．複数空港の機能分担は不要である。つまり空港間競争が十分機

能すれば様々な経済問題は市場機構に委ねておけば解決されるはずである。しかしながら．

空港間競争が完全に機能するケースはむしろ稀であり．また競争条件を平等化するためにはア

クセスの整備等に追加投資が必要となってくる。

何より，後背地が重複する地域の複数空港間の競争は．輸送需要の取り合いになる可能性が

高い。また，こうした無駄な競争を回避しようとして政策的な機能分担を行うと，現在地方都

市相互間直行便が伊丹・羽田経由便に転換されている中で，この内々乗り継ぎ機能も低下し，

全体需要の減少をもたらしかねない。結果的にモントリオールのように，せっかく新設した大

規模な新空港には定期便が就航しないという事態がもたらされないとも限らないのである。

そこで考えられるのが，複数空港を個別的に扱うのではなく，一体的に扱うことによって無

駄な競争を回避するという施策である。

②成田と羽EE1の一体的運用と空港の一体運営

例えばわが国では，成田空港と東京国際空港（羽田）の一体運用が計画されている。これは，

2009（平成21)年10月22日に供用開始された成田空港の平行滑走路の延長に際して2010年 3月

より離着陸容量が拡大しても乗り入れ需要に十分対処できないため， 2010（平成22)年10月予

定の東京国際空港再拡張事業の完成を待って，成田空港を補完するために国際線定期便の就航

を図るというものである。さらに「羽田ハブ化」のため，成田空港と一体的に国際線を割り振

っていく考え方が国土交通大臣から千葉県知事に示され，「成田・羽田を一体運営」との言葉

まで使われるようになった（『日本経済新聞』 2009年10月15日付け朝刊）。

一体運用と一体運営の差がいかなるものかは詳らかではないが，これは両空港の従来の国際

線・国内線分離という機能分担を見直すという文脈で使用されているものと理解されよう c た

だこの場合の一体運用は，成田空港の国際線容量不足を羽田空港が補完するという性格が強く，

あくまでも航空機の運用を弾力的に行うということを目的にしたものに過ぎない。したがって，
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関西圏のように容量に余裕がある中での複数空港の運用方式としては，参考にはならない。

他方で空港経営のあり方として，基本施設とターミナルの所有・管理の一体的運営（一括管

理）という言葉も用いられている。従来，わが国では成田•関西・中部を除いて，いわゆるエ

アサイド（滑走路・誘導路・エプロン・照明施設等の基本施設及び管制施設）とコマーシャル

サイド（旅客ターミナルビル）の整備・管理が別々に行われてきた。それは後発の交通基礎

構造である空港整備に回せる資金が不足していたという歴史的経緯が大きく影響している。

しかし同時に，駐車場・給油・グランドハンドリング等の施設や業務もターミナルビル会社

とは別組織で行われているので，今後それらを含めてエアポート・ビジネスとして経営を共通

化し，範囲の経済によるコスト削減を目指すことも考えるべきであろう 20)。これは，現段階で

は管理主体の異なる複数空港の一体的経営を考える際などに，検討に値する案件である。

③一体的経営の課題

したがって一体的経営とは，経営主体の異なる複数空港の経営を統合することである。その

根拠は，前述のように（（上） 64ページ）航空企業は関西圏の航空需要・市場を個別空港毎に

ではなく，面として捉えているからである。一体的経営では，空港別の機能分担といった必ず

しも最適解を先験的には得られない問題に苦慮する必要もない。両空港を経営統合する上での

障害として，設置・管理者が異なることがあるかもしれない（例えば関西は関空会社，大阪は

国土交通大臣）。しかし連邦制の米国で，ニューヨークとニュージャージーの両州にまたがる

ポート・オーソリティが長い歴史を有することをみれば，十分克服できる問題と考えられる。

何より一体的経営により，ニューヨーク・ポート・オーソリティにみられたような「自動収

益増大装置」の活用が可能となる。それは，内部補助による複数空港の経営安定化に他ならな

ぃ。これにより，空港間の無駄な競争が回避されると共に，航空企業は合理的な路線配分とタ

ーミナルの選択が市場行動を通じて自由に決定できることになる。

同時に機能分担を市場に委ねることにより，空港間の弾力的運用が可能となる。例えば，こ

れまで封印されてきた大阪～金浦（韓国／ソウル）．虹橋（中国／上海） •松山（台湾／台北）

線の開設も検討可能となろう。首都圏は各国・地域の都心部に近いこれら三空港と結ぶ羽田線

が開設されたのに対し，関西圏では国際線が関西国際空港に限定されてきたため， トリップの

総犠牲量の大幅減とならなかったハンディを解消でき，本来文化的・歴史的・経済的交流の深

い関西とソウル・上海・台北間の人的・商的・物的交流が一層促進されるものと期待される。

また国内線についても， 2006（平成18)年4月から実施されている大阪空港への大型機（エ

ンジン 3・ 4発搭載機）の就航禁止とジェット枠について中・近距離路線に優先使用し北海道

や沖縄方面などの長距離路線には就航しないよう努めるという規制による需要減に対し，北海

道・沖縄居住者から出されている伊丹便復活要求（『日本経済新聞』 2008年5月22日付け朝刊）

20)中条等 [2009]13ページ（日本空港コンサルタンツ引頭雄一氏の発言）。



関西圏空港の経営統合（下） （高橋） 23 

に応えることが可能となり，関西圏全体の航空需要の活性化（市場規模の拡大）が期待できる。

ただし，単純に関西圏の空港の経営を統合すればそれで問題が解決するというわけではない。

というのも，関西園の空港問題の議論は，前述のように関西国際空港の利用不振とそれを経営

する関西空港会社の経営問題に起因するが，その根本原因は 1兆5424億円の一期事業費の大半

を有利子借入金に依存したことに尽きるからである。元来，施設の一括性（非分割性）に起因

する規模の経済性によって市場の失敗が生じる空港用地の造成については民営化空港の経営に

は馴染まないことから，経営統合にはまず一期事業分についても二期事業と同様の「上下分離

（用地造成と上物施設の整備・経営の主体を分離すること）」を先行すべきである。

一体的経営に関する続いての問題は，どの空港の経営を一体化するかという組み合わせの問

題である。実際問題として，今後空港島の造成に使った起債（借金） 1982億円について， 2010

年度には650億円が予定されている返済で赤字が予想される神戸空港（『日本経済新聞』 2009年

10月27日付け朝刊）を経営統合するか否かについては，慎重な議論が必要であろう。前述の通

り神戸空港はあくまで神戸市営の旧第三種空港であり， 3 空港の役割分担でも大阪•関西とは

必ずしも重複しない局地需要に対処する空港である。したがって，開港当初から果たすべき機

能が明確に異なるので，経営を一体化する必然性に乏しいことも指摘せざるをえない。

とはいえ，神戸空港の年間離着陸回数2万回という容量は，既に完全活用されていることか

ら，今後の空港経営と需要の伸ぴを考えるといかにも少ないのも事実である。日本航空の経営

問題から撤退が予定されているが，他の航空企業に撤退計画はなく，空いた発着枠は代替企業

で早晩埋まるものと予想される。したがって，関西・大阪両空港の発着枠に余裕（未利用枠）

のある時間帯については，神戸空港に回して離着陸回数を弾力的に増大するといった，「航空

機運航（空域と発着枠）に関する 3空港の一体的運用」が必要ではなかろうか。

3.関西国際空港発着需要の開発

①ハプ機能の充実

関西国際空港は，「国際ハプ空港」を標榜していた。その重要なハプ機能の一つに国内線

から国際線への「内際乗り継ぎ」がある。すなわち需要規模から国際直行便開設が困難な地方

都市に散在する国際航空需要を，混雑が激しく国内線の設定が困難な成田空港を救済する目的

もあって，関西国際空港に束ねるという機能である。しかし，大阪空港が関西圏の国内線基幹

空港として機能し続けているので，関西国際空港の国内線ネットワークに影響しているという。

実際の所，関西国際空港における国内線から国際線への乗り継ぎは，わずか 7% （関西空港

5.4％と大阪空港1.5％の計： 2004年調査）に過ぎない。この内際乗り継ぎの実績の低さの原因

は何か？関西国際空港発着の国内線の路線と便数の少なさがその原因であるとされ，現にそう

した声が地方からの乗り継ぎ便利用者から寄せられているのは事実である。

しかし現実はそれほど単純ではない。というのも，地方発着の年間国際航空需要の規模は，
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2005年度で全国1633万 5千人中240万 9千人程度に過ぎないからである（平成17年度国際航空

旅客動態調査）。これは．首都圏 1都 7県・関西圏 2府4県・中部圏 4県以外の 1道28県の国

際航空旅客の内地元空港利用者を除いた数値である。県外空港利用が多いのは長野（内成田利

用12万4千人・中部利用 8万 5千人） •静岡（内成田利用21万 3 千人）であるが，この両都市

と関西空港とを結ぶ国内線は設定がいかにも難しい。他にも国際線乗り継ぎ需要だけで採算性

を確保できないだけではなく．本来の国内線航空需要も競合交通機関の存在や都市間距離から

して規模的にそれほど多くを期待できない都市がある（山陰・山陽・北陸の各地方）。

いずれにせよ地方都市発で地元空港を利用しない国際旅客について．関西は成田・中部と取

り合うことになる。この場合，羽田・成田の直行便国内乗り入れ都市47に対し，関西圏の三空

港は29都市に過ぎないこと (2月ダイヤ）．また国内線が全て移管した中部空港出国者に占め

る成田線を除く国内線22路線の他道県居住者比率は1.99％に過ぎないことに留意しなければな

らない。同じ「ハプ化」であっても関空は首都圏との差別化戦略が求められるのである。

他方で．関西在住でありながら関西国際空港ではなく成田空港から出国する人々のアンケー

トから明らかなことは．関西国際空港の国際線の乗り入れ都市が少なく．またファーストクラ

スが設定されていないことが関西国際空港の利用率低迷の大きな原因といえよう。

したがって，関西国際空港における内際乗り継ぎ需要を増やすには国内線の充実よりも．

国際線の充実を優先すべきである。というのも関西圏 3空港の中で国際線就航が可能なのは

関西空港のみであるからだ。それは国際線の貧弱な中部空港の内際乗り継ぎの不振をみても

明らかだし，地方空港発のソウル便利用の要因として，仁川空港における国際線ネットワーク

の充実を挙げることができるからである。つまり成田空港の就航都市は2009年3月時点で34

ヶ国 2地域の93都市(『2009成田空港ハンドプック』 57ページ）であるのに対し．仁川空港は

161都市と結ばれており（仁川国際空港公社ホームページ2009年10月23日アクセスhttp://

www.airportkr)．乗り入れ都市数の差による利便性の差は明白である。また．観光客中心の

路線については．定期便ではなくチャーター便の活用も提案されている（「ニッポンの競争力⑧」

『日本経済新聞』 2009年11月6日付け朝刊におけるJTB社長田川博己氏の発言）。

他方で，大阪国際空港からの政策的移転は．前述のように両空港の立地に起因する代替性の

低さを考えれば無謀な施策といわざるをえないし，ましてや廃止論は暴論としかいえない21)。

大阪空港利用の現在の国内航空旅客（ターミナル需要）がそのまま関西空港に転移するとはい

21)航空局長も．「伊丹の利用制限が（関西空港の利用低迷の：筆者注）根本的な解決にはならない」として

いる（前田 [2009]15ページ）。また大阪国際空港存続は地元のエゴではなく運輸省の要請で行われたこと

を改めて強調しておきたい（「大阪国際空港の存廃問題の経緯等」『数字でみる航空2009』240ページ）。ま

してや大阪空港廃止によって地元や1538万人の利用者 (2008年）が利便性の低下を甘受しなければならない

との見解についてはその根拠が不明確である。前述のように，北海道等の乗り入れ先地域からの伊丹便復

活要請や「うれしい伊丹空港出発確約」の文字が踊る旅行社の新聞広告にみられるように，利用者の声を

無視してはならない。そもそも関西国際空港の容量（年間離着陸回数）は23万回で， 2008年の同空港の利

用実績13万4千回と大阪空港の12万8干回の合計26万 2千回弱を処理しきれない現実がある。
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えず．新幹線等他の交通機関に転移するからである。その結果，複数の交通機関の中から旅客

が合理的に選択している実情から考えると． トリップの総犠牲量 (GeneralizedCost :運賃等

の金銭的費用に時間や快適性等の費用を加えたもの）の増大という国家的損失を伴うと共に，

結局同一路線であっても関西空港発着の国内線需要は大阪（伊丹）便に比べて減少してしまい．

航空企業の採算性が悪化することが実証されている。自由化された航空市場では．路線採算性

の確保は航空企業にとって死活問題となっている点を改めて指摘しておきたい。

②ネットワークの充実（国内線・国際線）

それでは．関西国際空港の航空ネットワーク充実策として何が考えられるであろうか。国土

交通省による現行の施策は，第一に「自由化推進による国際航空路線の拡充」．第二に「以遠

運航の促進」．そして第三に「内際ハプ機能強化のために関空発着の国内線について，外国航

空企業によるコード・シェアリングを認める」であり，これにより利用促進を図っている22)。

こうした実質的に自由化された環境で．空港にとっての直接の顧客である航空企業に，いか

に利用促進を働きかけていくべきであろうか。まず国内線・国際線共既存企業ではなく，むし

ろ新規のLCC（格安航空企業）にターゲットを絞るべきであろう。首都圏で乗り入れ実績が少

し上．低コストであるが故に需要の量と質で劣る関西空港発着路線の採算性確保の可能性が高

まると共に乗り入れ便数の実績が上昇するにつれて既存大手航空企業との交渉力も出てくる

と期待されるからである。しかしそのためには， LCCに乗り入れを決断させるだけの経営努力

（着陸料をはじめとする空港使用料の戦略的設定）が求められるのはいうまでもない。

次いで外国企業について，カボタージュ (Cabotage:第九の自由）の開放ないしウェット

リース (WetLease:乗員付きの航空機賃借）の活用という手段によって国内線の運航を認め

ることが考えられる。高コストのわが国航空企業の運航では赤字でも，外国企業では採算性確

保が可能となるかもしれないからである。まずカボタージュの開放についてであるが． EUの

場合は内国民待遇によって国内企業と外国企業とを同一視したもので．真のカボタージュの開

放とはなっていない。これに対しオーストラリアは．アンセット航空が経営破綻したことによ

り従来から推進してきた航空政策であるTAP(Two Airlines Policy)の転換を余儀なくされ

たため．競争政策上国籍条項を撤廃し外国資本による航空企業を認めたのである。

ところが最恵国待遇によらないカボタージュ開放は．国際民間航空条約（シカゴ条約）第 7

条後段部分の違反疑義がある上．クリームスキミング (CreamSkimming :いいとこ取り）に

よって本邦企業の経営弱体化と共に全国国内航空ネットワークの維持が困難になる恐れがあ

る。したがって．本邦企業にとっても経営効率改善・コスト低減につながるウェットリースの

方が関空発着国内線充実には現実的で適切な政策手段と考えられるのである。

また国際線については．外航海運に倣って．本邦企業が設立した海外現地企業を活用するこ

22)前田 [2009]15ページ。
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とが考えられよう。コストの外貨化によって国際コスト競争力を向上させるのである。しかし

そのためには，直接投資する相手国に国籍条件の緩和（登録国の国民による実質的所有と実質

的支配の緩和）を認めてもらう必要がある。つまり各国国内法における航空企業の外国人出資

比率制限の緩和を相手国に求める必要があるが，互恵主義が原則の現行の二国間航空協定のシ

ステムの下では，わが国航空企業の外資制限も合わせて緩和することが必要になるであろう。

この際中国民航の 4社分割に際して生じた資本不足を国内だけではなく海外に求めるため

外資制限を緩和した中国の事例を指摘しておきたい。同様に， 1990年代に自国企業の財務危機

救済のためにプラジル (20％→49.5%）・韓国 (20％→49%）・タイ (30％→49%）・ペルー (70

％）・マレーシア (45%)が外資制限の緩和を行っているのである23)。

なお国際航空の外資導入に際して議論される安全保障についてであるが，実はそれほど大き

な問題ではない。というのも， ICAOの調査によると，外資規制の根拠として挙げられる安全

保障は 8項目中 7位であり，経済利害の方が優先されるといわれているのである24)。実際．非

同盟で永世中立国を謳うスイスでさえ，旧スイス航空の経営破綻後子会社の運航免許を基盤に

再スタートを切ったスイス・インターナショナル・エアラインズに対するルフトハンザ・ドイ

ツ航空の資本参加を受け入れたことがそれを象徴的に示しているといえよう（なおルフトハン

ザはオーストリア航空も傘下に入れている）。そもそも，有事輸送に民間航空機を使用するこ

との是非から論じなければならないのかもしれない（近年では， 1998年の経済危機を背景にし

たインドネシアの反政府暴動に際し臨時便が運航された：『運輸白書（平成10年度）』 16ページ）。

③ターミナル需要の創出

関西国際空港の利用率向上及び航空ネットワークの充実の議論で最も重要な点は，周辺地域

のターミナル需要の規模と質である。これが大阪・成田に比べて貧弱なことが，関空利用不振

の原因となっている。ターミナル需要あってこその内際・際々乗り継ぎであることを忘れては

ならない（（上） 70ページの図 2でもやはり成田発が過半を占める）。

したがって，航空需要を発生・吸引する都市構造への転換が強く求められるのである。ビジ

ネス需要については後述するとして，観光需要については少子高齢化による航空事業環境の変

化への対応として，インバウンドの拡大が国家的に期待されている。ところがJNTO（国際観

光振興機構）の『2006年度訪日外客実態調査」によると，期待はずれだった都市の 2位に大阪

(84人）がランクしている (1位は128人の新宿）。期待はずれの理由・経験は，ごみごみして

いる (9.5%）・騒々 しい（8.3%）・言葉が通じない (7.1%）・外国人用案内標識が不十分 (6.0%）・

都市の魅力に欠ける (3.6%）となっている。そして期待はずれだったとした人の居住国は，

韓国 (39.9%)・台湾 (27.4%）・中国 (8.3%）であった。大阪市は勧めたい都市の 2位 (1位

は京都市）でもあるので，決して魅力に欠けるということはなく，対策次第でさらにインバウ

23)高橋 [2007]76ページ。

24)高橋 [2008a]29ページ。
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ンドを増大させることは十分可能であると考えられる。

また，航空企業のタイプに応じて空港会社の対応も変わってくる。これまでの議論は旅客輸

送が中心であったが，関西国際空港の24時間運用のメリットを最大限発揮できるのが貨物輸送

である。しかしここで留意すべきなのは，伝統的スタイルの航空貨物専門企業 (AllCargo 

Carrier)ないし旅客便による貨物輸送と近年成長しているインテグレーター (Integrated

Carrier) とは同じ航空貨物輸送であってもその機能・性格が全く異なるということである。

ここでインテグレーターとは，宅配業務まで手掛ける貨物専門の航空企業のことである。

まず日本では，メーカーの生産拠点の海外移転と情報化・サービス化が進んでおり，旧来型

の航空貨物が今後も量的に成長するとは期待できない。これに対し韓国は， 2009年 1~6月の

貿易黒字額がOECD（経済協力開発機構）加盟国中ドイツに次いで 2位となり，同 6位の日本

を上半期ベースで初めて上回ったのである（『日本経済新聞」 2009年10月22日付け朝刊）。つま

り，大韓航空は同国製造業からの安定的な輸送需要に支えられて，貨物専用機をB747だけで

も2008年に28機と数多く保有し（『航空統計要覧 (2009年版）』 142ページ），旅客収入に匹敵す

る貨物収入を稼ぐコンビネーション・キャリア (CombinationCarrier) となりえたのである。

さらに同社は，人件費・空港使用料をはじめとしてわが国とは比較にならないインプット・コ

ストの安さを背景に国際コスト競争力という優位性を有しているのである。

したがってわが国の今後の航空貨物事業の中心は，航空でしか運べないあるいは海運に比べ

て圧倒的優位に立つエクスプレス貨物であり，その提供及びベンダーマネジメント・インベン

トリー (VMI)やバイヤーズ・コンソリデーションといった新しい形態のロジスティクスサ

ービスに適合できるのはインテグレーターに他ならない。そしてその効率的な活動には，陸上

及び航空双方の運送における規制から解放されていることと徹底的なハブ・システムを展開可

能な空港が必要とされている25)。ハプ・システムはメンフィス方式の別名がある通り貨物輸送

に最適のものであり，高需要のアジア市場を際々乗り継ぎで取り込む一方，内際乗り継ぎはル

クセンプルクに倣い低コストで深夜も含め利便性の高いトラックを活用すべきである。

次いで将来の成長が期待できる航空分野に，ビジネス航空がある。実際，海外の複数空港都

市圏の空港統計をみると，年間離着陸回数の合計と定期航空の差が大きい。それは，ビジネス

航空を含む一般航空の利用が多く存在するからである。

例えば米国ワシントンのダレス空港は， 2007年の合計38万2900回の内，定期航空は28万8600

回であり，その差 9万4300回がいわゆる一般航空である。一日当たりにすると， 258発着， 129

便相当となる（『航空統計要覧2008』78ページ）。これに対しわが国の成田は，年間わずか4200

回，一日平均11発着に過ぎない。発着枠の制限があることを考慮する必要があるが，わが国に

おける一般航空については，今後の成長が十分見込めるものである。しかしそのためには小型

25)坂本 [2003]184~ 187ページ。
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機運航の規制緩和とビジネス機専用の個別ターミナル施設の整備が必要とされている26)0

こうした航空企業のニーズに空港会社が適合していくことは当然のことではあるが．同時に

航空企業とのコラボレーションによる路線誘致と需要喚起策も検討する必要がある27)。それは，

欧米の地方空港や際々乗り継ぎに依存せざるをえないドバイでも行われており．それが同空港

の国際旅客・貨物取扱実績（（上）の表 2 • 3参照）となっていると考えられるのである。

v 結びに代えて

1. 真の競争相手は何か？

関西圏の空港は互いに競うのではなく．真の競争相手がある。それは．①2011（平成23)年

3月開業の九州新幹線．②2010年中に容量拡大しハブ化する首都圏空港．③国際化を進め関空

乗り継ぎを嫌う地方空港．④アジア近隣諸国の大規模空港．ではなかろうか。

①新幹線との競合については．立地条件のよい大阪空港といえども九州路線は壊滅的打撃を

受けるといわれている。しかし．既に新幹線の開業により航空路線の減便・小型化・就航企業

数の減少等に見舞われてその対応策を講じ．成功している地方都市があることを忘れてはなら

ない。そこで重要なのは地域の魅力度向上に努める地域のマーケティングカであるという

28)。これまで地元の関西国際空港周辺地域に不足していたのは．こうした取り組みではなかっ

たか。北九州は，同一県内に国際定期便も数多く就航する拠点空港の福岡空港があるにもかか

わらず．国際線の就航を実現したという。見習うべき点は多いように思われる。なおJR東海

によるリニアの影響は東京線に限定され．むしろ羽田のハブ化の方が影響は大きいであろう。

②首都圏空港については．容量拡大前に大阪府と関西空港会社の戦術の失敗があった。それ

は関西国際空港の利用促進を目指した成田線の開設である。大阪～成田線廃止をもくろんだよ

うだが成田のスポークになるということは成田のハプ機能を強化することに他ならず．現に

ノースウエスト航空のデトロイト線は成田集約の形で運休となった。羽田のハプ化による内際

乗り継ぎもあり．やはり関西国際空港が目指すべきは．自由化で先行する国際線の充実である。

では．国土交通大臣が2009（平成21)年10月に表明した「羽田ハブ化」にいかに対処すべき

であろうか。これは．従来から計画されていた羽田空港の増枠分について国内線よりも国際線

に重点的に配分することに意義がある。ただ容量拡大分の国内線・国際線の配分について国際

線枠は限られることが問題である。したがって，関空の内際乗り継ぎは首都圏が最も多いこと

からも羽田にはない国際線乗り入れ都市がどれだけ関空にあるかが問われる。

さらに成田との機能分担については．歴然としたアクセスの差に対して国際的な批判が生じ

26)高橋 [2008b]参照。

27)塩見 [2009]21ページ。

28)中条等 [2009]12ページ（引頭氏の発言）。
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かねない。ペリメーター・ルールを設けて路線距離に基づいた乗り入れ規制を行ったり時間帯

別の路線配分を行うとしても，相手国や地域によって乗り入れ空港が羽田と成田に分かれるの

で，これを恣意的な配分，場合によってはシカゴ条約（国際民間航空条約）に反する差別的待

遇と受け取られかねないからである（『日本経済新聞』 2010年 1月17日付け朝刊によると，羽

田昼間20便はすべてアジア，深夜・早朝20便の半分はアジアと，アジアに重点配分される）。

この場合，関西空港路線の設定・増便をする航空企業の羽田乗り入れを優先することを航空

交渉の取り引き条件とする戦術も考えられてよいのでないか。羽田線とは全く別の純然たる関

空路線の開設は困難でも，羽田とのコターミナル化（相手国A都市→羽田→関空→相手国A都

市）あるいは関西空港への延長の形（この場合，羽田～関空間のタグエンド・カボタージュを

認めるかどうかは別問題）で，関空発着国際線を増強することは可能であろう。

いずれにせよ，首都圏空港の容量拡大は関西空港にとって大きな脅威である。同じハブ化戦

略（内際乗り継ぎ機能強化）では路線・便数の点で首都圏が圧倒的に優位である。したがって

関西空港が追求すべき戦略は，容量の余裕と完全24時間空港を利点として，ハプ・システムの

弱点を突<LCCや航空貨物便・ビジネスジェットといった首都圏への乗り入れや扱いが期待で

きないタイプの利用促進である。それは首都圏空港の容量不足を補完すると同時に，首都圏空

港では模倣できない戦略を確立するということである。しかしこの場合でも，成田空港の発着

枠を年間30万回に拡大することも検討されており（『日本経済新聞』 2009年10月21日付け朝刊），

迅速な対応が望まれると同時に関西地域固有の航空需要の開発が必須とされるのである。

③地方空港の国際化については地方自治体の国際線助成策の問題がある。例えば，広島県

は広島空港のソウル便を運航する航空会社に駐機料や乗員宿泊費補助を計画しているし，旭川

市はソウル便に搭乗率保証（搭乗率が70％に満たない分の空席 1席当たり 5千円を補填）を導

入した他，愛媛県は松山空港国際線利用の修学旅行生に2009年度から5500円のパスポート取得

費を補助している（『日本経済新聞』 2009年 6月1日付け朝刊）。

地方空港のソウル便（成田・羽田•関西・中部以外の23地方空港への乗り入れ29)）は仁川の

ハプ機能（際々乗り継ぎ）を強化する一方，関西国際空港をはじめとするわが国拠点空港のハ

プ機能（内際乗り継ぎ）を弱体化させるは事実である。しかし，地域振興（インバウンドの増

大と国際化の進展）・地方客の利便性と経済負担といった視点も無視できない。そのため，政

策目標間の優先順位・政策目標達成のための政策手段の選択といった次元の議論が求められる。

他方でソウル乗り継ぎ客は，実は関西圏住民が最も多いことにも留意しなければならない（『エ

アポートハンドプック1997』76ページ）。エアラインの競争力が問われるのである。同時に，

29) 2009（平成21)年3月29日現在，福岡，新千歳，青森，秋田，新潟．岡山，大分．長崎．鹿児島，函館，

小松，仙台，福島，富山，広島，米子，松山，高松，熊本，宮崎，那覇，旭川，北九州の23空港に，大韓

航空・アシアナ航空・済州航空の韓国航空企業のみが一方的に乗り入れている（『数字でみる航空2009」8

ページ）。
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関空での内際・際々乗り継ぎ時間は成田・仁川に劣るという事実も指摘しておこう。

④韓国の仁川空港・中国の浦東空港との競争で留意すべきは，わが国コンテナ港湾の苦い教

訓である。神戸港は1980年にはコンテナ取り扱い数で世界の 4位であったが2007年には38位と

なり（「平成20年版海事レポート』 149ページ）， もはや都市経済を支える基礎構造とはいえな

くなったからである。

国際空港の機能が不十分で国際競争に敗れると国際航空が素通りするだけでなく，国際航

空によって運ばれるヒト・モノ・資本・情報がわが国を通過し，グローバル経済においてこれ

らを必要とする先端産業がわが国に立地せず，今後の経済成長そして国自体の国際競争力が低

下してしまう恐れがある。そうした認識の下で，関西国際空港固有の問題として矮小化するの

ではなく，国家的視点でわが国の国際拠点空港の問題に対処し戦略を策定しなければならない。

ここで重要なことは，上述のように国際空港を拠点とする航空企業の国際競争力である。空

港だけ整備し利用料金を低く設定さえすれば，自動的に国際ハプ空港として機能するわけでは

ないのである。チャンギを拠点とするシンガポール航空，そしてソウルを拠点とする大韓航空

は，各社の国際コスト競争力を背景に自国の大規模拠点空港を活用して世界各地から貨客を集

めているからである。その意味でも，関西国際空港のハプ機能向上には同空港を拠点とする

国際競争力のある航空企業の育成が必須とされるのである。

2.航空政策との整合性：アジア・ゲートウェイ構想

①グローバル経済への対応に必要な国際空港：戦略的墓礎構造

このように国際空港が都市・国家の競争力を規定するようになったのである。現に，東京

よりもシンガポールやソウルが路線（乗り入れ国と乗り入れ都市）・便数・ダイヤ・運賃で利

便性が高いことから旅客や荷主に選好されるようになっているのである。

実際成田空港の世界における国際旅客取扱数と国際貨物取扱量順位は， 1994年にはそれぞ

れ6位・ 1位（『航空統計要覧 (1995-'96年版）』 80・ 81ページ）であったものが． 2008年には

旅客数ではチャンギに抜かれて 8位，貨物量ではソウルに抜かれて 3位へと下げているのであ

る（『航空統計要覧 (2009年版）』 80・81ページ）。また同空港の際々乗り継ぎの比率を1987（昭

和62)年度と2008（平成20)年度とで比較すると，旅客（国際線旅客数に占める通過客比率）

が36.6％から18.9％へ，貨物（航空貨物トン数に占める仮陸揚比率）が28.3％から24.3％へと低

下しているのである(『2009成田空港ハンドプック』 46・ 50ページから算出）。

とりわけ旅客輸送における低下は．顕著である。かつてわが国経済の世界経済及びアジア経

済に占める圧倒的優位性を背景として．欧米各国から国際航空路線がわが国に集中していたも

のが，アジアの高度経済成長に歩調を併せるかのような各国の大規模な国際拠点空港の戦略的

整備（シンガポール／チャンギ空港，台湾／桃園空港，香港／チェク・ラップ・コック空港，

中国／上海浦東空港及び広州白雲空港，韓国／仁川空港．マレーシア／クアラルンプール空港，
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タイ／スワンナプーム空港，等）と航空自由化によって，国際航空需要を自国に取り込むこと

に成功したのである。その結果アジアにおける「ゲートウェイ空港」をめぐる競争が激化す

ると同時に，「日本飛ばし」の現実が明らかとなったわけである。

わが国国際拠点空港のハブ機能強化については．それが自国の資金負担によって他国利用者

の利益に資することに対する懸念からかかつて疑問視されたことがあった30)。しかしグロー

バル化の進展と共にいまやそれは単に航空輸送にとどまらず国民経済の多方面に影響を及ぽ

しているのである。経済的には例えば．アジアにおける日本（東京）の金融機能の低下は歴然

としているし．さらには情報発信という点では，海外メデイアの北京シフトが既に行われてい

るのである。現に東京在住海外駐在員の数は． 1997年には285社450人であったものが2007年に

は199社283人へと減少しているのに対し．北京については2004年の210社315人が2007年には

278社510人へと増加しているのである（『日本経済新聞』 2009年6月18日付け夕刊）。

これは．首都圏の貧弱な国際空港施設と国際航空自由化への対応の遅れが大きく影響してい

ると考えることはできないであろうか。その意味で，羽田ハプ化と容量拡大は遅きに失した嫌

いは否定できないが．まっとうな政策と評価されよう。空港容量の拡大に関する日米航空協議

も2009年10月から実施され， 12月に至ってオープンスカイについて合意した（『日本経済新聞』

2009年12月12日付け夕刊）。しかし羽田空港のハブ化は，あくまでも「内際乗り継ぎ」の機能

強化を目指した「日本のゲートウェイ」としてのハプ化にすぎず．成田との一体運用によって

もアジア各国の間で既に展開されている「アジアのゲートウェイ」をめぐる競争に．容量（年

間発着回数）の点で太刀打ちできない恨みが残るといわざるをえない。

というのも．年間発着回数でみたアジアの各空港の容量は，チャンギが現行で34万回 (23

万5千回）である他，計画処理能力としては．ソウルの仁川が53万回 (21万 3千回）．香港が

37万 7千回 (31万回），クアラルンプールが37万5千回 (21万 1千回）．上海の浦東が32万回 (26

万6千回），台北でさえ25万回 (14万6千回）となっているからである（『エアポートハンドプ

ック2007』239ページ。カッコ内は『航空統計要覧 (2009年版）』 76・ 78ページによる2008年の

実績）。これに対しわが国の首都圏は， 2010年から増枠される成田の22万回 (19万 5千回）に

加えて．羽田 (8千回）の元来の国際線枠であった早朝・深夜の約 4万回に昼間増枠約11万回

の内どれだけを国際線に配分したとしてもその差は歴然としている（なお『日本経済新聞』

2009年10月23日付け朝刊によると，増枠分で既決されているのは国際線 3万回．国内線

2万7千回で．残り約 5万回の配分が焦点となっている）。

30)例えば当時の航空局長は，「需要に合った空港整備をして．それなりのしっかりした後背需要があれば

必ず飛行機は飛んでくれるものだ」（鈴木 [2005] 7ページ）として．空港の機能としてはあくまでもわが

国のターミナル需要への対処を優先し．際々乗り継ぎについては消極的でいわゆる「国際ハプ機能」を軽

視していたといえよう。
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②オープンスカイヘの乗り遅れ

このようにアジアの近隣諸国は，「アジアのゲートウェイ」を目指して，大規模空港の整備

を着実に行っている。と同時に，航空自由化を積極的に進めて空港の発着需要を増大させるこ

とで自国空港の国際ハプ機能を強化させているのである。その結果，対米オープンスカイ協定

締結国包囲網とも呼ぶべきものが形成され，わが国はそこから外されてきたのである。

つまり 1997年時点でシンガポール・マレーシア，翌1998年には台湾・韓国，そして2001年に

は従来の二国間の枠組みではなく「多国間航空自由化協定 (MALIAT)」がアジア・太平洋経

済協力会議 (APEC:Asia-Pacific Economic Cooperation)の5ヶ国間（後に，サモア・トンガ・

クック諸島が加盟して 8ヶ国間となる）で締結され， 2005年にはタイ・ベトナム・インドネシ

ア・インドが米国とのオープンスカイ協定に調印し， 2004年には中国さえもが部分的ではある

が自由化協定に調印したのである（その結果，フェデックスは広州白雲空港をハブとした）。

③アジアの成長・活力を取り込む

そこで遅ればせながらわが国でも，「アジア・ゲートウェイ構想」が「骨太2007」に盛り込

まれ，アジアオープンスカイが追求されることになった。関西国際空港の自由化についても二

国間協定によって行われることになり， 2007（平成19)年8月の韓国との合意に続き，タイ（同

年11月），香港・マカオ (2008年 1月），ベトナム（同年 5月），マレーシア（同年 7月），シン

ガポール（同年 9月）の 7ヶ国・地域との間で既に締結された。他にも， 2008年中に行われた

カタール，フィンランド，スカンジナビア 3国（デンマーク・スウェーデン・ノルウェー），

フランス，フィリピン，アラプ首長国連邦との航空交渉において関西国際空港に係る増便・国

内線コードシェアリング•以遠権について合意したのである 31)0

ただしここでの問題は，航空事業者に対する投資の自由化（外資規制・航空企業の国籍条件

の緩和）が対象外になっていることと，複数国間協定による権益拡大の動きがみられないこと

である。後者については，間もなく GDP世界第二の地位をわが国から奪う中国の高度経済成

長を考えるとき， 日本・中国・韓国 3国の統一航空市場構想は検討に値する案件であり，実は

これまでに既にそうした提案がなされている32)。国内線の統合については各国の市場規模の相

違が大きすぎ合意の実現性が薄いが，国際線の統合については東アジア三国間協定が望まれる。

そのメリットは，アライアンスと同様である。バイラテラル（二国間）からマルチラテラル

（複数国間）への転換によって，獲得可能な航空権益が幾何級数的に増大するからである。例

えば，複数国間となることで初めて第七の自由が獲得可能になるのである。また，交換可能な

31)前田 [2009]25ページ及び32~33ページ。なお国内線コード・シェアリングは．外国航空企業にとって

の内際乗り継ぎの利便性を高めるものではあるが．あくまでも本邦企業の運航によるので，運航コストの

低減効果は期待できず．関空国内線の発着便数・路線数を増加させるものではない。ましてやこれをタグ

エンド・カボタージュ（第八の自由）の開放とするのは．大きな誤りである。

32) Oum & Yu [2000] pp.172-177. 
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航空権益の拡大により対米・対EUの航空交渉力が増して獲得権益が拡大することも期待でき

る。航空協定の互恵主義は，二国間であろうと複数国間（加盟国が予め限定されるクラブ形態）

あるいは多国間（加盟国は限定されず加入は自由）であろうと変わりはないからである。

しかし実際には， 2006年に中国と韓国との間で段階的オープンスカイに合意し，この面でも

残念ながらわが国は出遅れることになってしまったようだ。ここで重要なのは，韓中間の航空

流動量の方が日中間より多いことである33)。航空輸送の需要実績は，やはり経済交流の密度と

極めて強い相関関係にあることが改めて証明されているといえよう。

3.今後の課題：国際空港を活用した都市再生

最後に関西国際空港をはじめとして 3空港を抱える関西圏の今後の課題を検討してみたい。

関西圏の各空港は，大阪は騒音問題，関西は一期事業の巨額債務，神戸は震災復興の中で限定

された容量での自立経営，という十字架をそれぞれ背負っている。とりわけ公害の元凶として

の認識から抜け出せず，周辺地域の経済振興に空港を活用するという視点を地元は欠いたまま

のように見受けられる。しかし実際には，成田空港は2007年段階で 6万4千人の雇用を生み，

地元自治体に316億円の税収をもたらしているのである（『日本経済新聞』 2009年10月30日付け

夕刊）。そこで以下では，関西国際空港と地域経済活性化の関係を検討してみよう。

①貨物ハプの成否：ベイエリアは関西空港の救済主となりうるか？

関西国際空港の目指す国際貨物ハプは，アジア・太平洋の航空貨物の成長が著しいことや完

全24時間運用に加え豊富な容量といった他空港に模倣できない固有の優位性を考えれば，妥当

な戦略と評価できる。現に東南アジアにおける工程間分業が深度化し，航空が重要な役割を果

たしている (Doorto DoorからLineto Line輸送への進化）。しかしわが国の航空化率のピーク

は2000年で輸出34.8%・輸入31.5%(2007年はそれぞれ28.6％と23.9％へと低下）という現実が

ある（『数字でみる航空2002』 4・ 5ページ及び『同2009』 4・ 5ページ）。

さらに問題は，何をどこに運ぶのかということである。荷主にとって航空貨物は必要悪とも

いわれておりまた海運の高度化で転換する性質があるので，「運賃負担力ないし時間価値が

高い貨物」・「従来航空を利用してきた」という理由だけで継続的に航空を選択する保証はない。

また大阪は，他都市との連携がなく，孤立していることが指摘されている34)。このことが，域

内GDP総額に比べて国際航空需要が貨客とも少ない原因になっていると考えられる。ここで

も連携先が問題であって，中国だと短距離であることから海運が選択されるのである。

33)上海～ソウル・北京～ソウルの2006年の輸送量は．貨客共上海～東京・大阪，北京～東京・大阪を上回

っているが，その要因として，利用料金や運用時間等の空港の利便性と運賃・路線等の航空企業の競争力

が指摘されている（井尻 [2009]23ページ）。加えて，青島線に明らかなように同市への韓国系企業の積

極的投資を挙げることができよう。ただ，日中韓の経済協力は，航空分野に限定することなく，自由貿易

協定 (FTA)や東アジア共同体の枠組みで議論することも考えられる。

34)（財）関西空港調査会 [2009]42ページ（兵庫大学加藤恵正教授の報告）。
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②新規航空企業の立ち上げ

関西国際空港の利用率向上には，国際競争力のある航空企業が拠点をおくことが必要と指摘

した。加えて，既存企業とはタイプの異なる航空企業を考える必要がある。既に考察した通り，

海外拠点LCCやインテグレーターの誘致，あるいは航空企業への海外直接投資を可能にする枠

組みの検討が期待される。アジアの経済発展を利用した新たな貨物輸送戦略には，インテグレ

ーターの出現が期待されるとの指摘もされているからである35)。いずれにせよ，先に開港した

静岡空港でも，地元企業が新規航空企業を起業した。日本航空の経営破綻にみられるように，

高コスト構造の既存企業の大阪空港からの安易な政策的移管に頼るのではなく，まず自助努力

で関空国内線ネットワーク拡充を図るべきである。関西経済界の取り組みが期待される。

③グローバル経済に適合した産業構造の転換と街づくり

何より地元に求められるのは国際空港を核とした先端産業の立地による経済成長とそれに

よる航空需要の開発である。その点で，神戸市が神戸空港周辺に整備している神戸医療産業都

市は，戦略的意図が明確な格好の事例と評価できよう。大阪については，大阪湾ベイエリアの

プレインポート化（地域経済発展の核となる知識の港となること）のとそのための広域連携方産

業政策が重要とされる36)。これによりターミナル需要が創出され，国内線増強が期待される。

④国家戦略

以上から明らかなことは，これまでわが国には戦略的基礎構造として国際拠点空港を整備す

るという確固たる国家戦略の視点がなかったことである。元来戦略とは将来の国家のあるべき

姿を予見する（プロアクテイプな）概念であり，それを具現化するためのいわば方法論として

政策があり叫戦略理念なり哲学に基づいて個々の政策の優先順位が付けられるべきである。

そしてそれぞれの政策目標実現のための政策手段が， 目標達成の有効度・効率性（費用対効果）

の点から選択されるべきであるといえよう。

その意味で，経済のグローバル化を前提にこれに適切に適合するために近隣アジア諸国で戦

略的に大規模国際空港を整備したのに対し，わが国では旧態依然の需要追随型（いわば事後対

応型）の国際空港整備しかなされなかった。それは，（上） 66ページで紹介した1990年代初め

の段階で既に策定されていた韓国の国際航空・国際空港戦略と比較すると対照的であった。

日本は，地方空港の整備に比べて本格的な国際拠点空港の整備を後回しにした挙げ句，地元

協カ・民間活力の導入の美名の下，明確な国家の戦略的視点を欠いたまま開港に至ったのが関

西国際空港ではなかったか。関西国際空港の蹟き，そして関西園の複数空港をめぐる混迷の源

は全てここにあるといって過言ではない。

35)井尻 [2006]25ページ。

36) （財）関西空港調査会 [2009]43ページ（加藤教授の報告）。

37)三角「大機小機：戦略と政策をはき違えるな」「日本経済新聞』 2009年8月29日。筆者もかつて政策立案

における戦略的視点について論述したことがある（高橋 [1996]28ページ）。
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国家戦略としての国際空港戦略がまず首都圏で策定される必要があるのは，わが国では国際

旅客が首都圏に集中することからも明らかだが38)，空港容量（発着枠）が国際拠点空港として

問題である。 2010年中に増枠されるとはいえ， 10年後には満杯となることが予想されているか

らである。十分な発着枠余裕があって，航空企業が需要に応じて適切な時間帯に自由にフライ

トを設定できることが，国際ハプ空港の条件として求められているのである。したがって，首

都圏だけでなく，現在容量に余裕のある関西空港をいかに活用するかという点も含めてわが国

全体の国際空港に関する国家戦略の策定が必要とされるのである。

その際国内空港と比較しても割高な着陸料・停留料・給油施設使用料の他各種テナント料

をはじめとした空港利用料についても，国際ハブ空港をめぐる競争が展開される中で，直接の

空港利用者であるエアラインや旅行業者の厳しい選択の目があることを忘れてはならない。ハ

プとして選定するのは，あくまで利用者としてのエアラインであるからだ。関西国際空港会社

では， 2009年10月末から約 1年半で，新規就航や増便をする航空企業に対し着陸料の割引を従

来の30％から80％に拡大し，新規就航の場合はさらに地元経済界などの20％補助が適用され，

実質無料となるという（『日本経済新聞J2009年8月31日付け夕刊）。

しかし他方で，成田空港では， 2009年10月1日の国際線着陸料の引き下げと合わせて，同年

11月16日から「旅客保安サービス料」を導入しようとし，着陸料の減収分を転嫁しているもの

として日本旅行業協会 (JATA)から撤回要請があったという（『日本経済新聞』 2009年10月

17日付け朝刊）。つまり，着陸料だけでなく，航空企業・旅客が負担する旅客サービス施設使

用料等を含めた総体としての空港利用料金が利用者から厳しく問われており，国際ハプ空港の

国際競争力を左右するものとなっていることがこの事例からも明らかである（なお成田空港は，

千葉県警警備隊補助金として平成21年度予算で116億円が警察庁から支出されている）。

⑤長期的視点

首都圏空港の容量問題にみられるように，空港・航空政策を短期的視点で策定してきたこと

に大きな問題あることを指摘しないわけにはいかない。関西空港については，民営化空港に不

足する財政資金の代わりに民間資金を投入したことで生じた短期での回収という問題がある。

また前述のように成田線の開設も，とりあえず発着枠を埋めるためだけに行われた，短絡的

で稚拙な施策であった。さらには新幹線の開業や少子高齢化の進展によるわが国全体の国内・

国際航空市場の縮小懸念にどう対処するか，あるいはグローバル経済の進展の下で成長するア

ジア経済と国際航空需要を今後取り込む上で必要な空港容量をいかに確保するか，について全

＜顧慮しないで大阪空港廃止論が展開されている。関空のみでは現在の発着回数さえ処理でき

ないのに，いかにして将来の成長を実現しようというのか。

38) 2007（平成19)年度における H本に発着した国際旅客数に占める東京（成田及び羽田）のシェアは60.1%, 

大阪（関西）が19.7%．名古屋（中部）が9.7％と．首都圏の国際航空市場の圧倒的占有が明らかである（『数

字でみる航空2009』 1~2ページ）。
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またわが国航空企業の国際競争力といった弱点を根拠に．国際航空自由化を先延ばしにした

結果，世界の趨勢から取り残され日本飛ばしが横行する現実もある。所得収支の黒字が貿易収

支の黒字を上回る中で，外航海運の先例がありながら航空企業の投資制限の緩和を求めず（米

国・ EU・シンガポール・チリ・マレーシア・アラブ首長国連邦・スイス・パナマの 8ヶ国・

地域は2009年11月16日，外資買収でも運航権を保証する宣言をした『日本経済新聞』 2009年11

月17日付け朝刊）．旧態依然たる二国間システムに固執する国際航空政策の転換は喫緊の課題

である。いずれも，将来予見的な視点を欠いたことに原因があるのといえるのではないか。

⑥政策相互間の連関性

同時に，産業政策全体における空港の位置付けも不明確なままである。国際空港を産業構造

の転換・経済成長にいかにして活用するかという視点を中央も地方も欠いているといわざる

をえない。航空需要はあくまでも派生需要であり，空港が整備されても，それがそのまま航空

路線が設定され輸送が成長するわけではない。観光なりビジネスの目的があって．手段として

航空輸送が需要されるのであって．航空輸送を必要とするあるいは航空需要を呼び込む新ビジ

ネスの発掘と空港周辺の一体的地域開発への取り組みが総合的に行われてきたとは言い難い。

⑦幅広い視野

さらにまた．個別利害追求の合成の誤謬を回避する必要がある。 3空港間の関係を上下関係

で捉えるのではなく，機能と役割が異なることを認識する必要があるのではないか。真の競争

相手を見極めれば，新幹線で代替すればよいとか（代替すれば航空需要は減少する）．安易に

他空港の廃止論を主張することはできないはずである。既に国内線ネットワークが整備されて

いる所に国際線を設定して内際乗り継ぎを図る羽田に比べ，必ずしも代替性が完全でない大阪

から関空への国内線の人為的移転によるハプ機能強化は無理がある。政策選択肢として有望な

統合案があるので，関西圏全体で共存共栄を図るべきではなかろうか。

以上から次のことが明らかとなった。関西空港の問題の本質はその財務構造にあり．市場の

失敗が発生する空港の土地造成については民営化空港の経営に馴染まないので，上下分離すべ

きである。後背地の重複する同一地域での空港間競争は有効に機能せず．航空企業に空港選択

を委ねた方が合理的であるので，ニューヨークに倣って39)関西と大阪の両空港を経営統合す

る必要がある。経営統合により，空港容量を将来に向けて確保すると共に，内部補助によって

空港の競争力を強化することが可能となる。また，空港毎の個別利益ではなく，全体利益の増

大を目指す枠組みができることになる。つまり，政策誘導による機能分担や機能縮小は利便性

の低下をもたらして市場規模自体を縮小させる懸念を払拭できないのである。また神戸空港は

その開港の経緯と期待される機能から，統合対象としては相応しいとはいえない。

39)入谷 [1985a・ b ・ c]，金谷 [1957]，増井 [1968]参照。
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ただ特別会計の見直し計画もあり，黒字の大阪空港をこの枠組みから離脱させるのは困難か

もしれない。というのも，航空政策研究会（『今後の空港運営のあり方について』）によると羽

田空港は127億円の黒字ではあるが，財政投融資の利払いが290億円あるため実質的には赤字で．

プール制の特別会計で稼ぎ頭の大阪を失う痛手は大きいからである。しかし羽田沖合い展開は

収益性が見込まれて財投資金が用いられたので，むしろ特別会計から離脱すべきは羽田かもし

れない。羽田のハプ化を国家施策として目指すのならば，別の枠組みが必要となろう。

他方で，土地が国有化されて関西空港会社からの固定資産税収入がなくなることに対する手

当こそ，地元で解決すべき問題であるといえよう。それは地域の魅力度を向上させるマーケテ

ィング戦略及び空港周辺開発計画と合わせて対処すべき問題である。航空需要を開発するため

に，空港を核とした地域振興策及び航空需要と有機的関連のある産業政策．都市づくり・街づ

くりを目指す必要がある。空港が厄介者であった時代は去ったものの，これを有効に活用して

いく術を未だにわが国とりわけ関西圏は身につけていないように思われる。

同時に，個別関西空港の問題としてではなく，羽田・成田・中部を含むわが国の国際拠点空

港（国際ハプ空港）を国家戦略としていかに位置付け活用すべきか改めて明確にする必要があ

る。それは内際乗り継ぎによる単なる内向きのわが国のゲートウェイ空港としての国際ハプ空

港ではなく，世界におけるアジアのゲートウェイ空港としての国際ハプ空港でなければならな

ぃ40)。国内航空市場が皆無ないし小さいこともあろうが，チャンギ（シンガポール）・仁川（韓

国）といった空港は国際ハプ空港としてはアジアにおけるゲートウェイ空港の地位を獲得する

ことで， 自国経済の発展を狙っているからである。

自国航空市場が縮少懸念のあるわが国も，成長著しいアジア市場の取り込みを図るべきで，

その意味でも内際ハプより際々ハブ機能を重視すべきである。こうした国際ハプ空港の国家戦

略案については地域（地元）も積極的に提言すべきであろう。その際，航空自由化で先行，完

全24時間空港，容量の余裕といった，関西圏空港の利点を活かすものでなければならない。内

際乗り継ぎの利便性が高くなる首都圏空港の二番煎じは避けて， LCCの拠点・航空貨物ハプと

いった，模倣されない戦略が求められる。同じ内際乗り継ぎのハプ化では，首都圏に負けてし

まうからである（成田・羽田のみ直行便で乗り入れる都市は中部・小松等22に対し，関西圏空

港のみは福島・松本・但馬•隠岐の 4)。空港間競争では，差別化が成否を左右する。

さらに国際航空政策についても，自由化を前提として中国・韓国を含む三国間で東アジア

統一航空市場構想を検討すべきである。克服すべき課題41) は多いが，後戻りすることはもは

40)図2 （上）にあった成田→シカゴ線のビハインド客66人は，大阪・福岡・名古屋・仙台・広島といった

国内都市とバンコク・シンガポール・ジャカルタ等のアジア各国からの接続客が含まれていた（（梱ANA総

合研究所 [2008]194ページ）。これは，ハプ空港としての機能は，内際乗り継ぎ機能を果たす国内ゲートウ

ェイ空港であるだけでなく，際々乗り継ぎ機能を果たすアジアのゲートウェイ空港を兼ねることが航空企

業経営の点からも求められることを示している。

41)例えば，安全規制， CIQ体制，独占禁止法に関する法律の体制の統一，三国間で問題が生じた場合の裁定

機関の必要性＇といった問題が指摘されている（三上 [2009]81-86ページ）。
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や許されない現実を直視し，克服するにはいかなる手段が可能かを考えることが将来指向的な

戦略策定・政策立案であることを確認しておきたい。 （完）
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